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別記様式（第４条関係） 

会    議    録 

会 議 の 名 称 平成２７年８月１７日 定例庁議  

開 催 日 時 

午前９時 ８分から  

平成２７年８月１７日（月） 

午前１０時１０分まで  

開 催 場 所 市長公室 

出 席 者 

富岡市長、田中副市長、三好教育長、神田市長公室長、重岡

危機管理監、上野総務部長、内田市民環境部長、三田福祉部

長、薮塚健康づくり部長、澤田都市建設部長、田中会計管理

者、佐藤水道部長、木村議会事務局長、嶋学校教育部長、島

村生涯学習部長、内田監査委員事務局長  

 

（事務局）  

宮村市長公室次長兼市政情報課長、佐藤政策企画課長、関口

同課主幹兼課長補佐、同課政策企画係臼倉主事、稲葉秘書課

長  

会 議 内 容 １ 平成２７年第３回朝霞市議会定例会提出議案について 

会 議 資 料 １ 平成２７年第３回朝霞市議会定例会提出議案 

会 議 録 の 

 

作 成 方 針 

□電磁的記録から文書に書き起こした全文記録 

□電磁的記録から文書に書き起こした要点記録 

■要点記録 

□電磁的記録での保管（保存年限   年） 

電磁的記録から文書に書き起こした

場合の当該電磁的記録の保存期間 

■会議録の確認後消去 

□会議録の確認後 か月 

会議録の確認方法 

 出席者の確認及び事務局の決裁 

確定稿 
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そ の 他 の 

必 要 事 項 

 

 

 

 

 

 

 

審議内容（発言者、発言内容、審議経過、結論等） 
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【副市長あいさつ】 

 

【議題】 

１ 平成２７年第２回朝霞市議会定例会提出議案について 

 

［説明］ 

議案第５６号 平成２６年度朝霞市一般会計歳入歳出決算認定についてについて 

（上野総務部長） 

平成２６年度の決算額は、歳入が、３７６億３，２１４万９，４２０円となり、歳出は、

３６６億８，４６１万９，９９１円で、歳入歳出差引残額は、９億４，７５２万９，４２

９円となった。 

この残額から、継続費逓次繰越額、繰越明許費繰越額を差し引いた翌年度繰越額は、９

億３７７万７，３８９円である。 

以下、歳入歳出の概要。 

まず、歳入であるが、市税は、２０８億６，９１７万５，３１１円で、歳入総額の５５．

５パーセントを占めている。 

地方譲与税は、自動車重量譲与税などで、１億９，１６４万９，００２円となり、地方

消費税交付金は、１２億２，８０３万４，０００円の交付となっている。 

地方交付税は、普通交付税３億１，５６６万６，０００円、特別交付税１億３，６５８

万３，０００円が交付されている。 

分担金及び負担金は、保育園入園児童保護者負担金などで、６億９，６５９万９，０１

５円となり、使用料及び手数料は、斎場、自転車等駐車場の使用料、一般廃棄物処理手数

料などで、７億３，２７８万９，４５７円となっている。 

国庫支出金は、児童手当交付金、生活保護費負担金や小学校、中学校の屋内運動場非構

造部材安全対策工事に係る学校施設環境改善交付金などで、５８億９，５０６万８，２２

３円となっている。 

 県支出金は、障害者自立支援給付費負担金、児童手当負担金を始め、保育所緊急整備事

業補助金、個人県民税徴収委託金などで、２１億８，２２６万５，１８４円となっている。 

 繰入金は、介護保険特別会計や財政調整基金の繰入金などで、３億１，９０４万５，２

２９円となっている。 

繰越金は、前年度からの繰越事業に係る分を含めて、１４億１，８２２万８，０４１円

となっている。 

 諸収入は、学校給食費受入金や預託金の返還金などの貸付金収入のほか、資源ごみ売払

代金などで、１２億４，３０９万２，５８１円である。 

 市債は、根岸台市民センター駐車場用地購入事業債、溝沼学校給食センター用地購入事

業債、臨時財政対策債など１３件で、１７億１，３８０万９，０００円の借入れとなって

いる。 

 次に歳出であるが、議会費は、会議録調製委託料などで、２億９，２３０万２５６円を

支出し、総務費は、広報あさかをポスティングによって全戸配布するための広報紙等配布

委託料や市民会館、市民センターなどに係る指定管理料などで、４７億５，８９７万９，

０４８円を支出している。 

 民生費は、総合福祉センター、特別養護老人ホーム、放課後児童クラブなどに係る指定

管理料を始め、臨時福祉給付金給付事業や子育て世帯臨時特例給付金給付事業のほか、介
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護保険特別会計や国民健康保険特別会計への繰出金などで、１７８億５，２１５万２，５

３５円となっている。 

 衛生費は、各種個別予防接種、がん検診のほか、健康増進センターの指定管理料や、ご

み収集運搬委託料などで、２８億５，９５１万６，０３７円を支出し、農林水産業費は、

市民農園管理委託料などで、７，１６５万４，９２１円となっている。 

商工費は、小口等融資貸付預託金や産業文化センターの指定管理料などで、２億５，５

３１万３，７２５円を支出している。 

 土木費は、道路の修繕工事や宮戸橋耐震補強工事負担金のほか、下水道事業特別会計へ

の繰出金などで、２１億６，１４５万７，３１４円となっている。 

 消防費は、朝霞地区一部事務組合負担金や消防団の活動に係る経費などで、１２億６，

５５１万６，０８８円を支出している。 

 教育費は、小学校、中学校の屋内運動場非構造部材安全対策工事や、内間木公民館の改

修工事などで、４０億１，１５４万２，６１３円となっている。 

 公債費は、３１億５，４６３万３，３８０円を支出している。 

 以上が歳出の主なものであるが、この中には前年度からの繰越事業分も含まれている。 

 以上が歳入歳出決算の概要である。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第５７号 平成２６年度朝霞市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

（薮塚健康づくり部長） 

 平成２６年度の決算額は、歳入が、１２３億９，３３９万８，０９０円となり、歳出は、

１２１億６，５０２万５，７３０円で、歳入歳出差引残額は、２億２，８３７万２，３６

０円である。 

 以下、歳入歳出の概要である。 

まず、歳入であるが、国民健康保険税は、３３億９２万５，８３０円で、歳入総額に占

める割合は２６．６３パーセントである。 

 国庫支出金は、療養給付費等負担金などで、２７億５，６９４万９４０円となり、前期

高齢者交付金は、２２億２，８７８万９，６４１円が交付されている。 

 共同事業交付金は、保険財政共同安定化事業交付金などで、１５億７，４４７万９，９

３１円、繰入金は、保険基盤安定繰入金及びその他などの一般会計繰入金と保険給付費支

払基金繰入金で、１０億４，２１８万３，５１５円である。 

 歳入全体では、前年度と比較すると、０．１４パーセントの増加となっている。 

 次に、歳出であるが、保険給付費は、療養給付事業や高額療養費支給事業などで、７６

億６，５０６万５，７６９円となった。 

 後期高齢者支援金等は、後期高齢者支援事業などで、１７億５，８５８万６，１５６円、

介護納付金は、介護納付事業で、７億６，１４４万６，９１９円、共同事業拠出金は、保

険財政共同安定化事業拠出事業などで、１６億４，５４６万６，５８９円を支出している。 

保健事業費は、特定健康診査等事業などで、１億４，３５４万９，７０９円となってい

る。 

歳出全体では、前年度と比較すると、０．８４パーセントの増加となっている。 

 以上が歳入歳出決算の概要である。 

［質疑等］ 
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 なし 

 

議案第５８号 平成２６年度 朝霞市 朝霞都市計画 下水道事業 特別会計 歳入歳出決算

認定について 

（澤田都市建設部長） 

 平成２６年度の決算額は、歳入が１８億２，７５６万６３５円となり、歳出は１７億９，

３５８万６，７８４円で、歳入歳出差引残額は、３，３９７万３，８５１円となり、この

残額から、繰越明許費繰越額８万４，０００円を差し引いた翌年度繰越額は、 

３，３８８万９，８５１円である。 

 以下、歳入歳出の概要である。 

 まず、歳入であるが、分担金及び負担金は、和光市及び新座市との協定に基づく公共下

水道相互利用の維持管理費負担金のほか、下水道事業受益者負担金などで、２，６０３万

２，００６円となっている。 

 使用料及び手数料は、下水道使用料の現年度分及び滞納繰越分などで、８億７，０２０

万７４０円となっている。 

国庫支出金は、下水道事業費補助金で、１億４，６９１万円となっており、繰入金は、

一般会計から３億５，１８８万８，０００円を繰り入れ、繰越金は、前年度繰越金で、繰

越明許費繰越額を含め、１億４，４９２万４，９９２円となっている。 

 諸収入は、水洗便所改造資金融資預託金返還金や消費税還付金などで、３８０万４，８

９７円となり、市債は、公共下水道事業債及び流域下水道事業債で、２億８，３８０万円

を政府資金から借入れたものである。 

 次に、歳出であるが、下水道総務費の一般管理費で、職員人件費、料金徴収業務委託料

や事務経費などで、１億８，０１６万４，８６７円を支出した。 

 次に下水道事業費のうち、汚水維持管理費では、施設等修繕料、下水道台帳作成委託料

などで、７，５５２万４，０４５円を支出し、雨水維持管理費では、施設の点検管理委託

料、田子山下水路費負担金などで、４，９３５万４，５３０円を支出した。 

また、汚水建設費では、旧暫定逆線引き地区の汚水管工事などで、１億４，１０９万５，

３８０円を支出し、雨水建設費では、管渠設計委託料、雨水管工事、止水板設置費補助金

などで、３億７，５１２万８，６７３円を支出した。 

流域下水道事業費では、荒川右岸流域下水道事業に係る維持管理費負担金及び建設費負

担金として、５億９，８１１万５，５８８円を支出している。 

 公債費は、地方債の元金及び利子の償還金として、３億７，４２０万３，７０１円を支

出した。 

 なお、平成２６年度末における公共下水道の普及率は、９７．１パーセントである。 

以上が歳入歳出決算の概要である。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第５９号 平成２６年度朝霞市介護保険 特別会計歳入歳出決算認定について 

（薮塚健康づくり部長） 

 歳入であるが、保険料は、６５歳以上の第１号被保険者分として１１億９，８３６万

４，１７０円となっている。 
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国庫支出金は、介護給付費負担金などで、１０億７，０２８万４，２９０円、支払基金

交付金は介護給付費交付金などで、１４億９，１８６万６，１５０円、県支出金は、介護

給付費負担金などで、７億８，６２８万４，１９７円、繰入金は一般会計及び基金からの

繰入金を合わせ、９億４，３３７万６，２９７円である。 

 次に、歳出であるが、総務費は、賦課徴収事業や介護認定審査事業などで９，０９５万

３，４８３円である。 

保険給付費は、居宅介護等サービス給付費負担金や施設介護サービス給付費負担金など

で、保険給付費全体では、５０億９，８４４万２，０３６円となっている。 

地域支援事業費は、介護予防事業や包括的支援事業・任意事業に係る委託料などで、１

億６５万２，２７３円である。 

基金積立金は、介護保険保険給付費支払基金積立金などで、１億３，２３８万６９９円

である。 

以上が、歳入歳出決算の概要である。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６０号 平成２６年度朝霞市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 

（薮塚健康づくり部長） 

 平成２６年度の決算額は、歳入が、１０億２，９６３万２，９００円となり、歳出は、

１０億２，０２８万２，９２０円で、歳入歳出差引残額は、９３４万９，９８０円となっ

た。 

 以下、歳入歳出の概要である。 

 まず歳入であるが、後期高齢者医療保険料は、８億５，８５１万４，０６０円、繰入金

は、事務費繰入金と保険基盤安定繰入金で、１億５，８６４万６，７４０円、繰越金は、

前年度繰越金で、８５６万２，８１６円となっている。 

 次に歳出であるが、総務費は、一般管理事務費と後期高齢者医療保険料の徴収事業で、

１，３０２万５，６２４円、後期高齢者医療広域連合納付金は、９億９，７９５万３，８

２０円、諸支出金は、保険料還付金などで、９３０万３，４７６円を支出している。 

以上が、歳入歳出決算の概要である。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６１号 平成２６年度朝霞市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

（佐藤水道部長） 

 はじめに、業務の状況であるが、平成２６年度末の給水人口は、１３万４，７０９人

で、前年度と比較すると、１，８３３人、１．４パーセントの増加となった。 

平成２６年度末の給水戸数は、６万１，３９１戸で、普及率は、１００パーセントであ

る。 

 年間総給水量は、１，５２６万４，９６１立方メートルで、このうち県水受水量は、１，

０９９万１，３４４立方メートルで、受水率は、７２．０パーセントである。 

 また、年間総有収水量は、１，３７１万４，１７１立方メートルで、前年度と比較して、

２６万９，７３９立方メートルの減少となった。 



7 

 次に、平成２６年度の決算の概要である。 

 まず、収益的収入及び支出についてであるが、収益的収入の決算額は、２４億８，６４

８万４，６２５円で、主なものは、収入総額の７４．１パーセントを占める水道料金で、

その他、水道利用加入金などである。 

収益的支出の決算額は、２１億３，３１５万６，６１３円で、主なものは、支出総額の

３４．３パーセントを占める県水受水費で、その他、職員人件費、委託料、修繕費、減価

償却費及び企業債利息などである。 

収益的収支の差引金額は、３億５，３３２万８，０１２円となった。 

 なお、１立方メートル当たりの供給単価は、税抜きで、１２４円９４銭、給水原価は、

税抜きで、１４６円５３銭である。 

次に、資本的収入及び支出についてであるが、資本的収入の決算額は、２，８５６万７，

４３２円で、主なものは、下水道切り回し工事負担金、消火栓設置工事負担金などである。 

資本的支出の決算額は、１４億１，７９６万１，３６５円で、主なものは、建設改良費

で、水道施設耐震化事業のほか、老朽管更新及び水圧不足改善事業のための配水管布設替

工事などを実施した。 

企業債償還金は、財務省及び地方公共団体金融機構への元金償還金である。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する１３億８，９３９万３，９３３円

については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保資

金、当年度分損益勘定留保資金、減債積立金、建設改良積立金で補てんした。 

また、剰余金の処分については、当年度未処分利益剰余金のうち、１８億７，８０７万

４，８００円を資本金へ組み入れるものである。 

以上が、剰余金の処分及び決算の概要である。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６２号 平成２７年度朝霞市一般会計補正予算第２号 

（上野総務部長） 

 今回の補正額は、歳入歳出それぞれ、１０億１，２００万１，０００円の増額で、こ

れを含めた累計額は、３７９億９，５０３万円となっている。以下、歳入歳出の概要であ

る。 

まず、歳入であるが地方特例交付金は、交付額の確定により、５３万９，０００円増額

している。 

地方交付税は、普通交付税の算定結果にともない、普通交付税を、６，７６９万９，０

００円増額している。 

分担金及び負担金は、多子世帯保育料軽減事業の実施により、保育園入園児童保護者負

担金を、１，１５９万７，０００円減額している。 

使用料及び手数料は、太陽光発電の普及促進を目的として、公共施設の屋上に太陽光発

電設備を設置する民間事業者に貸し出す、屋根貸し太陽光発電事業を、総合福祉センター

及び産業文化センターで実施することにより行政財産使用料を、５万４，０００円増額し

ている。 

国庫支出金は、社会資本整備総合交付金を、内示にともない減額する一方、５年以内に

認可保育所への移行を予定している施設に対する、子どものための教育・保育給付費補助

金などを新たに計上するほか、国民健康保険の保険者支援制度の拡充により、保険基盤安
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定負担金を増額することなどにより、２，２５１万３，０００円増額している。 

県支出金は、家庭保育室等運営事業費補助金などを減額する一方、介護保険施設の整備

に係る地域密着型サービス等整備助成事業費等補助金や多子世帯保育料軽減事業費補助金

などを新たに計上するほか、実績により、重度心身障害者医療費支給事業補助金などを増

額することにより、１億９，７１３万６，０００円増額している。 

財産収入は、自動販売機用敷地貸付料を、実績により増額するほか、テレビ埼玉株主配

当金を計上し、２７６万７，０００円増額している。 

寄附金は、民生費指定寄附金など５件の指定寄附金の受け入れをしている。 

繰入金は、財政調整基金繰入金を増額するほか、介護保険特別会計などの決算による精

算金を繰り入れることにより、１億５，３１２万９，０００円増額している。 

繰越金は、平成２６年度決算にともない、前年度繰越金を４億５，３７７万７，０００

円増額している。 

諸収入は、国・県支出金過年度収入のほか、各種施設の指定管理料の精算金などを計上

し、１億５，２８７万２，０００円増額している。 

市債は、朝霞第四・第五小学校屋内運動場非構造部材安全対策工事に対する小学校耐震

改修事業債を新たに計上するほか、臨時財政対策債などを減額することにより、２，７３

１万５，０００円減額している。 

次に、歳出であるが、総務費は、個人番号カードの交付にともなう経費を計上するほか、

平成２６年度決算による前年度繰越金を財政調整基金に積み立てることなどにより、５億

１，９５５万７，０００円増額している。 

民生費は、介護保険施設の整備費用等の一部補助に係る地域密着型サービス等助成事業

費等補助金や彩夏ちゃん見守り支援員事業を実施するための経費を新たに計上するほか、

実績により、重度心身障害者医療給付費などを増額することなどにより、５億２，８０４

万３，０００円増額している。 

衛生費は、ごみ焼却施設で使用する薬品類の契約単価の上昇により、消耗品費などを増

額することなどにより、８７０万９，０００円増額している。 

商工費は、寄附金の受け入れ先として、起業家育成相談業務委託料を増額することによ

り、２万円増額している。 

土木費は、一般財団法人民間都市開発推進機構助成金の受け入れにより、みどりのまち

づくり基金積立金を増額するほか、市内循環バス運行事業の補償料の確定にともない、市

内循環バス運行事業に伴う補償料を減額することなどにより、４，２４７万８，０００円

減額している。 

教育費は、重機借上料などを増額することにより、５７８万４，０００円増額している。 

公債費は、借入額の確定にともない、７６３万４，０００円減額している。 

次に、第２表債務負担行為補正については、議長車等運行業務事業など６事業について、

来年度以降に、滞りなく事業を執行するため、設定するものである。 

第３表地方債補正は、新たに小学校耐震改修事業を追加するほか、道路改良事業や宮戸

橋耐震補強等負担事業など４件の地方債について、借入限度額の変更を行うものである。 

以上が、今回の補正概要である。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６３号 平成２７年度朝霞市国民健康保険特別会計補正予算第１号 
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（薮塚健康づくり部長） 

今回の補正額は、歳入歳出それぞれ４億６，７６８万４，０００円の増額で、これを含

めた累計額は、１４１億４，４６３万７，０００円となっている。 

以下、歳入歳出の概要である。 

まず、歳入であるが、国庫支出金は、歳出の保険給付費の増額にともない、療養給付費

等負担金を、７，６０６万円増額している。 

県支出金は、国庫支出金と同様に、歳出の保険給付費の増額にともない、財政調整交付

金を、１，７１１万４，０００円増額している。 

繰入金は、国民健康保険制度改革の財政支援拡充により、保険者支援分に係る保険基盤

安定繰入金を１億６９９万円、その他、法定外繰入金を１億４，０００万円、それぞれ増

額している。 

繰越金は、前年度決算額の確定により、１億２，８３７万２，０００円を増額し、受け

入れるものである。 

次に、歳出であるが、保険給付費は、医療費の動向を推計し、療養給付費の一般被保険

者療養給付事業について、３億８，４３１万２，０００円を増額、一方、退職被保険者等

療養給付事業を２，９９５万３，０００円減額するなど、保険給付費全体で３億９，５１

４万８，０００円を増額している。 

後期高齢者支援事業は、社会保険診療報酬支払基金からの支払額決定通知に基づき、２

７８万６，０００円を増額し、一方、介護納付事業は、１４６万２，０００円を減額する

ものである。 

諸支出金については、実績にともなう療養給付費等負担金返還金などの償還金で、７，

０９５万円を増額するものである。 

以上が、今回の補正概要である。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６４号 平成２７年度朝霞市 朝霞都市計画下水道事業 特別会計補正予算第１号 

（澤田都市建設部長） 

今回の補正額は、歳入歳出それぞれ１，６６２万９，０００円の増額で、これを含めま

した累計額は、２０億２，５０８万５，０００円となっている。 

以下、歳入歳出の概要を申し上げます。まず、歳入であるが、繰入金は、一般会計から

の繰入金で、２７４万円を増額するもので、繰越金は、前年度繰越金を１，３８８万９，

０００円追加するものである。 

次に、歳出であるが、下水道事業費のうち汚水建設費の私道排水設備工事助成事業につ

いて、当初予算で見込んだ工事費用を上回る申請があったため、１，６６２万９，０００

円増額するものである。 

 以上が今回の補正概要である。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６５号 平成２７年度朝霞市介護保険特別会計補正予算第２号 

（薮塚健康づくり部長） 
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今回の補正額は、歳入歳出それぞれ１億６，７０９万７，０００円の増額で、これを含

めた累計額は、５９億３，１６０万２，０００円となっている。 

今回の補正予算の歳入歳出については、介護保険制度の改正にともない、生活支援体制

整備事業などを新たに実施するほか、前年度決算の確定にともなう精算を行うものである。 

以下、歳入歳出の概要である。 

まず、歳入であるが、国庫支出金は、地域支援事業交付金を１３２万７，０００円増額

するものである。 

支払基金交付金は、地域支援事業交付金を増額することなどにより、２６３万２，００

０円増額するものである。 

 県支出金は、同様に、地域支援事業交付金を増額することなどにより６６万２，０００

円増額するものである。 

繰越金は前年度繰越金として、１億６，１６０万８，０００円増額するものである。 

次に、歳出であるが、地域支援事業費は、生活支援体制整備や認知症総合支援事業に要

する費用として、１７９万９，０００円を増額している。 

基金積立金は、介護保険保険給付費支払基金積立金を１億６７１万１，０００円増額す

るものである。 

諸支出金は、平成２６年度決算の確定にともない、国、県、支払基金への返還金及び一

般会計繰出金で、５，８４６万７，０００円を増額するものである。 

以上が、今回の補正概要である。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６６号 平成２７年度朝霞市後期高齢者医療特別会計補正予算第１号 

（薮塚健康づくり部長） 

今回の補正額は、歳入歳出それぞれ９３４万８，０００円の増額で、これを含めた累計

額は、１１億１７１万５，０００円となっている。 

以下、歳入歳出の概要である。 

まず、歳入であるが、繰越金は、前年度決算額の確定により、前年度繰越金として、９

３４万８，０００円を増額するものである。 

次に、歳出であるが、後期高齢者医療広域連合納付金は、平成２６年度の出納整理期間

分の後期高齢者医療保険料として、４２７万７，０００円を、諸支出金は、一般会計繰出

金として、５０７万１，０００円を増額するものである。 

以上が、今回の補正概要である。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６７号 朝霞市税条例の一部を改正する条例 

（上野総務部長） 

改正内容については、地方税法等の一部を改正する法律及び行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行にともない、市税に係る申告書や申

請書等に個人番号又は法人番号を加えるものである。 

また、市たばこ税においては、旧３級品紙巻たばこに係る市たばこ税の特例税率を平成
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２８年４月１日から平成３１年４月１日までの間、段階的に税率を引上げることによって

廃止するものである。 

 なお、この改正のうち、個人番号又は法人番号を加える部分などについては、平成２８

年１月１日から、市たばこ税の税率の引上げなどについては、平成２８年４月１日から施

行したいと考えている。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６８号 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例 

（嶋学校教育部長） 

 改正内容については、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

の施行にともない、教育委員長制度の廃止とともに、新教育長の身分がこれまでの一般職

から特別職に位置付けられることになったため、関係条例について所要の整備を行なうも

のである。 

 なお、これらの改正のうち、教育委員長制度の廃止及び新教育長に関する部分について

は、現在の教育長の任期期間中は、従来の例により在職することとされていることから、

任期満了の翌日から、そのほかの部分については公布の日から施行したいと考えている。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６９号 朝霞市情報公開・個人情報保護審議会条例の一部を改正する条例 

（神田市長公室長） 

改正内容については、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律の施行にともない、同法第２６条第１項に規定する特定個人情報保護評価の第三

者点検を行うに当たり、朝霞市情報公開・個人情報保護審議会の所掌事務を追加するもの

である。 

なお、この改正については、公布の日から施行したいと考えている。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第７０号 朝霞市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

（内田市民環境部長） 

改正内容については、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律の施行にともない、個人番号通知カード及び個人番号カードに係る紛失等の再発

行手数料として、新たに個人番号通知カード再交付手数料５００円及び個人番号カード再

交付手数料８００円を追加し、住民基本台帳カードの交付手数料を削除するものである。 

なお、この改正のうち、個人番号通知カード再交付手数料の追加は平成２７年１０月５

日から、個人番号カード再交付手数料の追加及び住民基本台帳カード交付手数料の削除は

平成２８年１月１日から施行したいと考えている。 
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［質疑等］ 

（富岡市長） 

手数料の金額はどのように決めたのか。 

（内田市民環境部長） 

国から金額が示されている。 

（田中副市長） 

個人番号カードの写真は本人が用意するのか。 

（内田市民環境部長） 

本人が用意することになっている。 

 

議案第７１号 朝霞市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

（神田市長公室長） 

改正内容については、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律の施行にともない、同法第３１条の規定に基づき地方公共団体が講ずることとさ

れている特定個人情報の適正な取り扱いの確保や、開示請求等について必要な措置を講ず

るものである。 

なお、この改正のうち、情報提供等記録を除く特定個人情報に関する部分については平

成２７年１０月５日から、情報提供等記録に関する部分については番号法附則第１条第５

号に掲げる規定の施行の日から、そのほかの部分については公布の日から施行したいと考

えている。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第７２号 朝霞市総合計画条例 

（神田市長公室長） 

平成２３年に地方自治法が改正され、基本構想の策定は地方公共団体の任意によること

となったが、本市としては、引き続き市政の総合的かつ計画的な推進を期するため、今後

においても総合計画を策定し、基本構想を議会の議決事項とすることを目的として、新た

に制定するものである。 

この条例は、基本構想、基本計画等の定義を明らかにするとともに、基本構想について

の議決を定めるものである。あわせて、総合計画審議会の所掌事務や委員の構成など運営

に必要な事項を定めるものである。 

なお、本条例については、公布の日から施行したいと考えている。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第７３号 朝霞市個人番号の利用に関する条例 

（神田市長公室長） 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行にとも

ない、社会保障、税、災害対策の分野において個人番号の利用が始まる。 
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本市では、番号法に規定されていない事務で、個人番号を独自に利用する事務として、「ひ

とり親家庭等の医療費の支給に関する事務」を条例に規定するとともに、その他、庁内に

おける個人番号を用いた特定個人情報の授受、及び手続に必要な住民票等の添付書類が省

略できることを目的として、新たに制定するものである。 

なお、本条例については、平成２８年１月１日から施行したいと考えている。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第７４号 朝霞市日本手話言語条例 

（三田福祉部長） 

内容については、ろう者の方が使用する日本手話が言語であることを位置付け、日本手

話に係る市の責務等を定め、日本手話に対する理解の促進、日本手話の普及その他日本手

話を円滑に使用することができる環境の整備に関し必要な措置を講ずることにより、誰も

が安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的として、新たに制定

するものである。 

本条例については、平成２８年４月１日から施行したいと考えている。 

 なお、去る７月２１日の政策調整会議で承認いただいた条例案について、その後、人権

庶務課との文言等の精査を行ったところ、一部修正があった。 

［質疑等］ 

 なし 

 

 

【結果】 

原案のとおり決定する。 

 

 

【閉会】 

 

 

 

 

 

 

 


